
○養老公園の指定管理者募集に関する質問及び回答

NO 質問の対象 質問内容 回答

1

募集要項５
　第２　募集の内容
　　　　１　指定管理者が行う業務
の範囲
　　　　２　自主事業の提案につい
て

　自主事業とは、「１　指定管
理者が行う業務の範囲」以外の
ものは全て自主事業との考え方
でよいのでしょうか？

　今回公表している募集要項にお
いて、自主事業とは、指定管理業
務の範囲外で、公園の設置目的に
合致し、かつ、本業務の実施を妨
げない範囲において、自己の費用
（要綱等により、指定管理者以外
の者が当該費用を負担すべきこと
とされている場合を除く。）と責
任において実施する事業をいいま
す（募集要項５　第２ 　募集の内
容　２　自主事業の提案につい
て）。
　また、自主事業の内容は、収益
事業の有無を問いません（仕様書
１０　４　自主事業について）。

2

仕様書５～６
　２　管理の基準
　　（１３）県と指定管理者とのリ
スク分担

　仕様書６に「（※１）指定管
理者は、リスク分担にかかわら
ず、自らの申し出により、自己
の費用と責任において、県の承
認を得た上で…実施することが
できる。」と記載があります。
　前回の養老公園指定管理者募
集要項４ページに、※１管理施
設の修繕について「①　管理施
設の修繕については、…１件に
つき６０万円（消費税及び地方
消費税を含む。）未満のものに
ついては指定管理者が自己の費
用と責任において実施するもの
とします。」と記載がありま
す。
　前回と今回の「自己の費用と
責任」の違いを教えてくださ
い。

　ご質問の「自己の費用と責任」
に意味の違いはありません。

3

仕様書５～６
　２　管理の基準
　　（１３）県と指定管理者とのリ
スク分担

　１箇所当たり６０万円以上の
修繕を指定管理者が実施する際
に県に承認を得るのは理解でき
ますが、今回は、指定管理者が
緊急（利用者の安全に係る）を
要する修繕（1箇所当たり６０万
円以上）であっても、自己の費
用（私費）と責任で実施するの
でしょうか？
　今回の自主事業の提案＝自己
の費用と責任と同じ考え方でよ
いのでしょうか？

　ご質問の前段の「自己の費用と
責任」とは、指定管理業務の範囲
内で修繕を行う場合のことを意味
します。１箇所当たり６０万円以
上の修繕を指定管理者が実施した
場合、県がその費用を負担するこ
とはありません。
　ご質問の後段の「自己の費用と
責任」とは、指定管理業務の範囲
外（自主事業）における「自己の
費用と責任」を意味します。
　よって、ご質問の前段と後段の
「自己の費用と責任」の意味は、
異なります。

4

募集要項１３
　第４　申請に係る事項
　　　　２　申請手続
　　　　　（４）申請書類の受付
　　　　　　　オ　提出部数

　募集要項（p13）「オ　提出部
数」ですが、正本1部と副本20部
となっていますが、副本は正本
のコピーでよいのでしょうか。
また、提出書類の製本方法です
が、何か指定はあるのでしょう
か？

　副本は、正本のコピーで結構で
す。
　提出書類の製本方法は、申請者
にお任せします。
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5
仕様書１２
　別表１

　指定管理者は、別表１の管理
施設のみ、施設管理すればよい
という認識でよいのでしょう
か？

　別表１に掲げる施設は、養老公
園内の代表的な公園施設になりま
す。これ以外にも園路やベンチ等
園内にある公園施設（都市公園法
第5条又は第6条の規定による許可
を受けた者（指定管理者の指定を
受けた団体を除く。）が設置、管
理又は占用する施設を除く。）が
指定管理者の管理すべき施設とな
ります。
　また、今後、県が公園施設を整
備した場合、当該施設を指定管理
者が管理する施設に含む場合があ
ります。
　当該施設の管理方法等について
は、県と協議をお願いします。

6 添付資料（１）養老公園現況平面図

　管理区域について、養老の滝
上流部まで続いているようです
が、養老の滝までが管理区域と
いう認識でよいのでしょうか？

　管理区域は、養老の滝から上流
部約５００ｍの範囲を含みます。

7
仕様書３
　２　管理の基準
　　（２）利用料金

　現行では、こどもプールの利
用は無料となっていますが、こ
どもプールの利用に関して有料
とすることは可能でしょうか。
　こどもプールについて、現行
のプール利用とは異なる、新た
な利用の提案は可能でしょう
か。

　こどもプールは、岐阜県都市公
園条例に定める有料公園施設では
ありませんので、有料とすること
はできません。
　こどもプールは、夏季において
はプールとして利用してくださ
い。ただし、夏季以外の時期にお
いて、こどもプールの新たな利用
方法を自主事業として提案してい
ただくことは可能です。

8

募集要項９
　８　留意事項
　　（５）自主事業の提案内容につ
いて

　募集要項P5 「２．自主事業の
提案について」や募集要項P9
「(5)自主事業の提案内容につい
て」の中で、「（ウ）用途の変
更を施した場合は、指定期間満
了後、当該変更後の原状におい
て、県に無償で引き渡していた
だきます。」と記してありま
す。そこで、以下の項目につい
て質問いたします。
　こどもの家やレストハウスに
ついて、「用途の変更」とは、
具体的にどのような内容を指し
ているのか？
　また、「用途の変更」に該当
しないものは、指定管理期間満
了後どのような扱いとなるの
か？

　ご質問の「（ウ）用途の変更を
施した場合は、指定管理期間満了
後、当該変更後の原状において、
県に無償で引き渡していただきま
す。」とは、指定管理期間満了
後、ただちに原状に回復していた
だくことを原則としますが、原状
に回復することが不適当な場合に
県に無償で引き渡していただくこ
とを規定しています。
　「用途の変更」とは、厨房を売
店として使用するために必要な改
修を行うなど現状の用途と異なる
用途に変更することです。
　「用途の変更」に該当しないも
のは、指定管理期間満了後、施設
を現状に回復していただきます。
ただし、現状に回復することが不
適当な場合は、県に無償で引き渡
していただきます。
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9

募集要項９
　８　留意事項
　　（５）自主事業の提案内容につ
いて

　 「用途の変更」に該当しない
施設の所有権は、指定期間中は
当社に帰属すると考えますが、
この資産の法定耐用年数が長い
場合、仮に当社が次々期も指定
管理者となった場合でも、当該
期間中に全て償却すべく指定管
理料の中で精算する考え方でよ
いでしょうか？

　引き続き指定管理者となった場
合は、当該施設を県に引き渡して
いただく必要はありません。

10

募集要項５
　第２　募集の内容
　　　　１　指定管理者が行う業務
の範囲

仕様書８
　３　指定管理業務の内容
　　（２）企画運営業務

　募集要項（p5）の「１　指定
管理者が行う業務の範囲」及
び、仕様書（p8）の「（２）企
画運営業務」の中には、「指定
管理者は公園利用の促進に寄与
するため・・・公園の利用者の
ニーズの高い事業を自主的に企
画し、実施すること。」とあり
ます。
　「公園の利用の促進」、「利
用者のサービス向上」、「公園
管理運営を通じて行う地域の活
性化」のために実施する広報及
びイベントに関する業務は全て
「指定管理者が行う業務の範
囲」との理解し、指定管理料の
中に含まれているという理解で
よろしいでしょうか。

　指定管理者が行う広報やイベン
トについて、「公園の利用の促
進」や「地域連携」に資するもの
であれば、その経費は、指定管理
料を充てていただくものです。


